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　グローバル化、少子高齢化、東京一極集中、財
政状況の悪化など地域経済を取り巻く環境は大き
く変化している。地域の独自性を活かした地域経
済の再生は、喫緊の課題である。地域経済は高度
な開放経済であり、国内地域間の財・サービスの
移動を示す移出入の比重がきわめて高いことが特
徴である。地域のために適切な政策決定を行うた
めに、こうした状況も含めて地域経済を把握・分
析することが重要となる。そのためには、国内地
域間の財・サービスの移動をとらえた地域間産業
連関表がきわめて有用なツールとなる。本稿は、
これまで作成されてきた地域間産業連関表を地域
分割のタイプ別に概観し、国内地域間の財・サー
ビスの移動（地期間交易）の指標である域際収支
（＝移出－移入）の検討を中心にその利用可能性
と直面する課題について考察する。
　Ⅰ．では、全国を 9地域ブロックに分割した経
済産業省の全国地域間産業連関表を取り上げる。
Ⅱ．では、全国を対象とする都道府県と 1つある
いは 2つのその他地域に分割した 2地域・3地域
地域間産業連関表を、Ⅲでは、複数の都道府県表
を連結した地域間産業連関表を取り上げる。Ⅳ．
では、当該都道府県内を複数の地域に分割した県
内地域間産業連関表に注目する。V．では、最近
の地域間産業連関表作表を取り巻く環境の変化を
指摘するとともに、今後の課題について述べる。
Ⅰ．全国地域間産業連関表
　日本では総務省統計局が 5年ごとに全国の産業
連関表を作成・公表し、それに続いて都道府県が
都道府県産業連関表を作成・公表している。経済
産業省でも 5年ごとに、全国を 9地域ブロックに
1） 後述するように、経済産業省による全国 9地域ブロックの地域産業連関表の作成は 2005年表を最後に中止となり、このことに
伴い、それらを連結した全国地域間産業連関表も作成されなかった。
分割した地域内産業連関表を各地域ブロックの経
済産業局が作成担当となって公表していた 1）。こ
れらの産業連関表は、全国あるいは地域ブロック、
都道府県を一つの経済圏として把握し、一定期間
（通常は 1年間）の地域内における財・サービス
の取引関係を記録したいわゆる「地域内産業連関
表」である。この表を利用した分析では、当該地
域内における取引関係の分析ができる。さらに、
経済産業省では、各地域ブロックの地域産業連関
表を連結した「地域間産業連関表」を 5年おきに
作成していた。地域間産業連関表は、同時に複数
の地域を対象とするものであり、地方相互間の財・
サービスの取引関係を記述する。地域間産業連関
表であれば、地域内産業連関表では分析すること
ができなかった地域間相互依存関係を通じた地域
間経済波及効果を分析することが可能となる。
　経済産業省の地域産業連関表の地域区分は図表
1の通りである。原則的に各地域の経済産業局に
よって作成され、その管轄地域を対象としている。
関東地域に属する都県の数が多く、領域が広いの
はそのためである。
　図表 2から図表 4までは、2005年（平成 17年）
全国地域間産業連関表をもとに、近畿・関東・中
部の各地域ブロックについて産業別の域際収支
（＝移出－移入）を図示したものである。これか
らは、各地域の「強み」が見て取れる。図表 2から、
近畿においては、「商業・運輸」とともに「金属」、
「機械」、「その他の製造業」が黒字となっており、
この地域の「強み」が「バランスのよい産業構
造」を背景としていることを示している。図表 3
から、これに対して関東では製造業は赤字となっ
ている一方、「情報・通信」を含む「サービスそ
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の他」の黒字が突出していることがわかる。関東
においては、金融・情報通信・サービスを中心と
する第 3次産業が主導しており、製造業は均して
みると黒字を稼ぐ力とはなっていないことがわか
る。図表 4から、中部では、「自動車」を含む「機械」
の大幅な黒字に突出した「強み」が現れている一
方で、関東や近畿で黒字となっている「商業・運輸」
は赤字となっている。図表 2から図表 4までを通
して、関東での「サービスそのその他」の黒字は、
約 13.5兆円と、近畿の「機械」の黒字の約 1.14兆円、
中部の「機械」の黒字約 4.1兆円などを大きく上
回っており、関東の「強み」を際立たせている。
また、地域間産業連関表では上で見たような域際
収支を地域と産業のクロスで分解して見ることが
できる。図表 5から図表 7は、2005年（平成 17年）
全国地域間産業連関表から、それぞれ近畿、関東、
中部の域際収支を地域別・産業別のクロスで見た
ものである。上で見た域際収支のグラフは各表の
一番右の列を図示したものに相当する。また、域
際収支の性質から、例えば図表 5における近畿の
関東に対する収支は、図表 6における関東の近畿
に対する収支に符号を逆転した形で現れている。
図表 6からは関東の域際収支における「サービス
その他」の大幅黒字は全国すべての各地域に対す
る黒字から成るが、とりわけ中部に対する黒字幅
が大きいことがわかる。一方、関東の製造業の各
産業の域際収支は各地域別に見ても赤字が目立つ。
また、関東の東北に対する域際収支を見ると「公
益事業」の赤字幅が 9300億円と最も大きいことが
わかる。これはいうまでもなく、東日本大震災以前
の 2005年当時には福島県における東京電力の原子
力発電所が稼働し、関東に対して大規模な電力供
給をしていたことを反映している。また、図表 5か
ら図表 7を通して、「農林水産業」や「飲食料品工業」
では、近畿、関東、中部とも北海道、東北、九州
に対して共通して赤字となっていることが見て取
れる。図表 8は、中部が強い競争力を持つ「機械
産業」の地域別域際収支を示したものである。こ
れからは中部の「機械産業」は、どの地域に対し
ても黒字を計上しているが、関東に次いで距離の
離れた九州に対する黒字が大きいことが注目され
る。これは、機械の重要な構成部分を占める自動
車産業の機械部品のネットワークを反映するもの
と解釈できる。
図表 1　経済産業省地域産業連関表の地域区分及び対象地域範囲
（出所）谷川（2012）表１。
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図表 2　近畿の産業別域際収支（2005 年）
図表 3　関東の産業別域際収支（2005 年）
図表 4　中部の産業別域際収支（2005 年）
（出所）経済産業省『平成 17年全国地域間産業連表』より作成。
（出所）経済産業省『平成 17年全国地域間産業連表』より作成。
（出所）経済産業省『平成 17年全国地域間産業連表』より作成。
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図表 5　近畿の地域別・産業別　域際収支（2005 年）
（出所）経済産業省『平成 17年全国地域間産業連関表』より作成。
図表 6　関東の地域別・産業別　域際収支（2005 年）
（出所）経済産業省『平成 17年全国地域間産業連関表』より作成。
図表 7　中部の地域別・産業別　域際収支（2005 年）
（出所）経済産業省『平成 17年全国地域間産業連関表』より作成。
－ 49 －
地域間産業連関表の可能性
Ⅱ．2 地域・3 地域間産業連関表
　当該都道府県を含めて 2地域、あるいは 3地域
の地域間産業連関表も作成されている。前者は当
該都道府県と「その他地域」の地域間産業連関表
で、当該都道府県の産業連関表と全国地域産業連
関表を組み合わせて作成されている。例えば、東
京都産業連関表は地域内表と 2地域の地域間表の
形式で公表されている 2）。また、2005年（平成 17年）
の兵庫県地域間産業連関表や三重県地域間産業連
関表もその例として挙げられる。また、当該府県
と属する地域ブロック（当該府県を除く）、その
他地域の 3地域からなる 3地域地域間産業連関表
も作成されている。例として、2005年（平成 17年）
大阪府地域間産業連関表が挙げられる。同表は、
大阪府地域産業連関表、近畿経済産業局の近畿地
域産業連関表、国の全国産業連関表を組み合わせ
る形で作成されている。地域区分は、「大阪府」、「他
近畿」（大阪府を除く近畿）、「近畿外」（近畿を除
く全国）である。図表 9は、同表に基づき、大阪
府の産業別域際収支を求めたものである。これか
らは、大阪府は「金属製品」、「一般機械」、「電気
機器」等で他近畿、近畿外に対して両方とも黒字
となっているが、「農林水産業」、「飲食料品」、「輸
送機械」、「精密機械」、「情報通信」などは赤字と
なっている。とくに「飲食料品」の「他近畿」に
対する赤字は大きなものとなっている。「電力・
ガス・熱供給」の公益産業で大阪府は他近畿に対
2） 東京都総務局統計部（2016）。また、東京都産業連関表では、本社部門を推計しているので、本社を経由した地域間波及の分析
が可能である。
して赤字であるが近畿外に対しては収支 0となっ
ていることもわかる。
　また、大阪府地域間産業連関表を用いると、大
阪府で発生した需要が「他近畿」や「近畿外」に
もたらす生産波及効果や、逆に「他近畿」や「近
畿外」で発生した需要が大阪府にもたらす生産波
及効果を求めることができる。図表 10は、同表
を用いて「近畿外」の建設に対して 1兆円の需要
が発生した場合の大阪府及び「他近畿」に対する
経済波及効果（＝ 1次波及効果＋ 2次波及効果）
を図示したものである。2020年東京オリンピック
事業において「他近畿」の中心部分である関東に
発生した建設需要が大阪府や近畿圏にどのような
影響を与えるかと読み替えることも不可能ではな
いであろう。同図によれば、大阪府や「他近畿」
の「商業」や「鉄鋼」、「金属製品」といった産
業に対して一定の経済波及効果がもたらされるこ
とが見て取れる。それぞれについて全国において
発生する経済波及効果に対する割合を求めると、
「商業」では 8.6％と 13.2％、「鉄鋼」では 5.7％と
18.4％、「金属製品」では 6.1％と 14.9％と、これ
らの産業においては近畿圏全体で 2割以上の割合
を占めていることがわかる。一方では、大阪府、「他
近畿」の「輸送用機器」への生産波及効果は小さく、
大阪府や近畿圏の産業構造に対応したものである
ことがわかる。
図表 8　中部・機械の地域別域際収支（2005 年）
（出所）経済産業省『平成 17年全国地域間産業連表』より作成。
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図表 9　大阪府の産業別域際収支（2011 年）
（出所）大阪府『平成 17年大阪府地域間産業連関表』より作成。
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Ⅲ．都道府県間地域間産業連関表
　各都道府県でも産業連関表を推計している。こ
れらは他の地域内表と同様に都道府県内における
一定期間の財・サービスの取引を記述したもので
ある。しかし、都道府県経済間の相互波及関係も
高まっており、地域の政策決定においても広域的
な影響を考慮する必要があり、隣接した複数の都
道府県の産業連関表を接続した地域間産業連関表
が求められる。このタイプの地域間表としては、
電力中央研究所の「47都道府県多地域産業連関
表」、財団法人 中部産業・地域活性化センターの「中
部圏地域間産業連関表（2005年版）」、アジア太平
洋研究所の「2005年関西地域間産業連関表」が挙
げられる。この都道府県表を連結するタイプの地
域間表は国や都道府県ではなく、その対象地域を
テリトリーとする地方別経済団体のシンクタンク
等によって作成されていることが特徴である。
　アジア太平洋研究所の「2005年関西地域間産業
連関表」は、福井県、滋賀県、京都府、大阪府、
兵庫県、奈良県、和歌山県の 2005年産業連関表
を接続して作成されている。図表 11は、同表に
基づき域内府県間の移出、移入、域外との移出入、
輸出入を 1部門表にまとめて示したものである。
こうした府県間交易の情報は既存の産業連関表で
は把握できないものである。例えば、この表から、
滋賀県は移出面、移入面とも隣接する京都府等よ
りも距離の離れた大阪府との取引額が上回り、両
府県の密接な経済的関係をうかがい知ることがで
きる。
図表 10　近畿外で建設に対して 1兆円の需要が発生した場合の
　　　　大阪府及び他近畿に対する経済波及効果
（出所）『平成 17年大阪府地域間産業連関表 分析ツール』に基づき作成。
　　　 （http://www.pref.osaka.lg.jp/toukei/sanren_c/sanren_c-bunseki.html）
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Ⅳ．県内地域間産業連関表
　地域間産業連関表のベースとなる地域産業連関
表は経済産業局の管轄区域や都道府県などの行政
区域を範囲とし、実際の地域経済の範囲と一致す
るとは限らない。同じ都道府県内であっても地域
によって産業構造等の特色は大きく異なるかも知
れない。また、県内の公共事業の波及効果は特定
の地域に集中するかも知れない。北海道は、広大
な地域を有し、その各地域によって特徴が大きく
異なるであろう。「日本の縮図」といわれる兵庫
県も同様であろう。そのような場合には県内をよ
り小さな地域に分割した産業連関表を分析に用い
ることがふさわしい。そこでこれまでに県内を複
数の地域に分割した県内産業連関表が作成されき
た。具体的な例としては、北海道、三重県、兵庫
県などの県内産業連関表が挙げられ、上述のよう
に地域が広大である、地域が南北に長いなど、地
域による特徴の違いが顕著な道県で作成されてい
る。これらは、市町村ベースの統計をもとに、生産、
中間投入、最終需要、輸移出入について地域分割
3） 「（参考資料）平成 22年全県・地域産業連関分析ワークシート」において「平成 22年兵庫県内産業連関表（36部門）」の形で公
表されている。同表での地域区分は以下の通りである。
　［神戸市］神戸市
　［阪神地域］尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、三田市、猪名川町
　［東播磨地域］明石市、加古川市、高砂市、稲美町、播磨町、西脇市、三木市、小野市、加西市、加東市、多可町
　［西播磨地域］姫路市、市川町、福崎町、神河町、相生市、赤穂市、宍粟市、たつの市、太子町、上郡町、佐用町
　［但馬地域］豊岡市、養父市、朝来市、香美町、新温泉町
　［丹波地域］篠山市、丹波市
　［淡路地域］洲本市、南あわじ市、淡路市
4） 図表 11及び図表 12では、75％以下をカットしてグラフに示している。図表 11及び図表 12は宍戸（2010）第 4章図
4.5（p225）「三重県地域間産業連関表における地域依存」における表示形式を踏襲している。
を行い、さらに県内地域間交易について推計して
いる。
　ここでは兵庫県の県内産業連関表を取り上げ
る 3）。同表は兵庫県を神戸市、阪神地域、東播磨
地域、西播磨地域、但馬地域、丹波地域、淡路地
域の 7地域に分割して、地域間交易をとらえてい
る（36部門）。同表から神戸市について対地域別
にレオンチェフ逆行列の列和を求めて波及効果の
地域別構成比で示したのが図表 12である 4）。ま
た姫路市を中心とする東播磨地域についても同様
に、対地域別にレオンチェフ逆行列の列和を求め
て波及効果の地域別構成比で示したのが図表 13
である。両図からは両地域の県内他地域との依存
関係が異なることがわかる。すなわち神戸市では、
最終需要が発生したときの各産業に対する波及効
果のほとんどが同市内にとどまるのに対して、西
播磨地域では相当部分が他地域に漏出することが
わかる。距離的には離れている神戸市や阪神地区
への波及効果が大きいことが見て取れる。
　図表 14は、兵庫県各地域の産業別域際収支（県
図表 11　関⻄各府県間の地域間交易の地域別構成（１部門表）
（出所）財団法人アジア太平洋研究所（2012） 第 4章 表 12 （p.15）。
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内）を示したものである。これからは、県内の
各地域によって収支のパターンが異なり、「強み」
も異なることがわかる。神戸市では、「飲食料品」
が最も大きな黒字でその「強み」を発揮している。
阪神地域は、「電子部品」や「不動産」、「教育・研究」
での黒字が目立つ。「教育・研究」の黒字は阪神
地域には有力な大学や高校などが集積しているこ
とが背景にあり、兵庫県の各地域の中で黒字を示
しているのは阪神地域のみで、他地域ではすべて
赤字となっている。また、東播磨地域では「鉄鋼」
（出所）『平成 22年兵庫県内地域間産業連関表』より作成。
図表 12　レオンチェフ逆⾏列列和の地域別構成比（神戸市）
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（出所）『平成 22年兵庫県内地域間産業連関表』より作成。
図表 13　レオンチェフ逆⾏列列和の地域別構成比（⻄播磨地区）
や「一般機械」の黒字が大きい。西播磨地域も「鉄
鋼」の黒字が飛び抜けている。但馬地域ではほと
んどの産業で赤字となっており、黒字の産業でも
その幅は小さい。丹波地域では「化学製品」の黒
字が大きい。淡路島地域ではほとんどの産業で赤
字であるが、「農林業」は黒字であり、「農林業」
－ 55 －
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（出所）『平成 22年兵庫県県内産業連関表』より作成。
図表 14　兵庫県各地域の産業別域際収支（県外）
が黒字であるのは兵庫県各地域の中で淡路地域の
みである。
Ⅴ .　地域間産業連関表の可能性
　本稿では、これまでに作成された地域間産業連
関表をもとに、主に域際収支を中心に地域間交易
状況の分析を行った。様々な地域間産業連関表を
用いることによって地域間の交易を浮き彫りにす
ることができ、経済波及効果も一方通行ではない、
相互波及の影響もとらえることができる。地域間
産業連関表は地域経済の分析にとってきわめて重
要なツールであるとあらためて確認できる。
　本稿で取り上げた地域間産業連関表は、2018年
5） 経済産業省の平成 17年（2005年）地域産業連関表は、2009年に公表されている。
初頭において最も新しい表を取り上げている。し
かし、兵庫県内地域間産業連関表が 2010年表で
あることを除き、その他の表は 2005年表となっ
ている。地域間産業連関表は地域内産業連関表を
ベースに作成される。地域内表の作成にはおおよ
そ 4年を要するため、地域間表の作成にはさらに
時間を要する。しかし、本稿で取り上げた地域間
表は従来通りのスケジュールであれば、すでに新
しい表が公表されているはずである 5）。その背景
には、経済産業局の管轄地域を対象とする地域産
業連関表が作成されなくなり、それに伴い各地域
ブロック表を接続した全国地域間産業連関表も作
成されなくなったことが背景にあり、そのことの
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影響はきわめて大きい。全国地域間産業連関表が
作成されなくなり、それを活用した分析は不可能
になり、各ブロックの地域産業連関表が作成され
なくなったことにより、本稿で取り上げた大阪府
地域間産業連関表（大阪府、他近畿、近畿外）の
ような 3地域間表を作成することも不可能となる。
また、各地域ブロックを対象とする地域産業連関
表の作成を取りやめたことによる各県の地域産業
連関表の作成への影響もきわめて大きいものと考
えられる。地域ブロック表は全国表と並んで各都
道府県産業連関表のベンチマークとなっており、
それを失うことを意味する。また地域産業連関表
にとって移出入の推計精度はきわめて重要である
が、地域ブロック表の移出入に関する情報を利用
できなくなり、推計精度に大きな問題が発生する
ことが予想される 6）。とりわけ適当な指標の無い
サービス業の推計精度に大きな影響を与えるであ
ろう。
　上に述べたように地域間産業連関表及びその
ベースとなる地域産業連関表は地域経済の分析に
とってきわめて有用なツールであり、その重要性
はさらに高まっている。しかし、経済産業省の地
域産業連関表の作成中止は、これまで様々な主体
で作られていた多くの地域間表を作成中止に追い
込むだけでなく、都道府県表そのものの推計精度
の点でもダメージが大きいと考えられる。地域に
おける政策決定はデータ分析によるエビデンスを
判断材料として行われるべきである。そのための
インフラともいうべき地域間産業連関表、地域産
業連関表作表を支える環境を確保していくことの
重要性を強調してもしすぎることは無いであろ
う。また、近年、注目を集めているいわゆる「ビッ
グ・データ」の蓄積は、個別の家計・個別企業の
情報にアクセスできる可能性を高める。産業連関
表作成においてもそうしたデータを活用した推計
精度の向上も今後の課題といえよう。
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